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県職員の人事異動について（全体概要） 

(教育委員会を除く) 
 

１ 令和６年度人事異動の概要                      

令和６年度は、県政運営の中長期戦略計画である「みえ元気プラン」の折り返

しの年となります。県民の皆さんに成果を実感いただくため、決して留まることなく

明日の三重県のための県政を展開していく必要があります。 

令和６年度の人事異動では、子ども・子育て支援のさらなる充実や実効性のあ

る人口減少対策の推進、防災・減災対策の強化、公共交通の活性化等に向けて、

効果的な取組を着実に進められるよう、人事配置を行いました。 

 

２ 異動者数                              

令和６年度の異動者数（教育委員会を除く）は、１，４２１人でした。 

 令和６年４月１日 令和５年４月１日 令和４年４月１日 令和３年４月１日 

異動者数 1,４２１人 1,467人  1,387人 1,479人 

 

３ 幹部職員の人事異動                         

部長級以上の幹部職員の人事異動については、別紙「幹部職員（部長級以

上）の人事異動（令和６年４月１日）」のとおりです。 
 

４ 女性職員の管理職への登用                         

管理職に占める女性職員の割合は、令和５年度に比べ１．２ポイントアップの  

１５．６％となりました。令和６年度は、次長級において４人の女性職員を新たに  

登用しました。 

 

管理職への女性職員の登用状況 

 
部長級 次長級 課長級 

課長補佐

級事務長 
合計 

令和６年度 

管理職員数（人） ２７ １０９ ５４４ ２６ ７０６ 

うち女性（人） ３ １３ ８３ １１ １１０ 

比率（％） １１．１ １１．９ １５．３ ４２．３ １５．６ 

令和５年度 

管理職員数（人） ２７ １１０ ５５１ ２６ ７１４ 

うち女性（人） ３ １１ ８０ ９ １０３ 

比率（％） １１．１ １０．０ １４．５ ３４．６ １４．４ 

  ※ 教員及び警察職員を除く。       令和７年４月１日目標：１６％ 

 

令和６年３月２５日 

総 務 部 
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５ 国等への派遣                          

     県の子ども施策のさらなる充実につなげるため、令和６年度は、新たに『こども

家庭庁』へ職員を派遣します。 

 

国（省庁等） 

（１３） 

・内閣府  ・こども家庭庁【新規】  ・デジタル庁  ・総務省 

・財務省  ・厚生労働省  ・中小企業庁  ・国土交通省   

・中部運輸局  ・観光庁  ・気象庁  ・環境省 

・衆議院法制局   

その他団体等 

（９） 

・全国知事会  ・中部国際空港株式会社  ・国立感染症研究所 

・（独）日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ） ・関西広域連合 

・（公財）2025 年日本国際博覧会協会 ・（公財）日本台湾交流協会 

・(独) 国際観光振興機構（ＪＮＴＯ） ・(一社)ダム技術センター 

 

６ 令和６年能登半島地震に係る復旧対策のための職員派遣                          

 

令和６年能登半島地震の被災地を支援するため、新たに石川県および石川県

輪島市へ職員を中長期で派遣します。災害復旧に向けた人員が不足している被

災地を支援するとともに、派遣先での業務に従事することで得られた知識や経験

を南海トラフ地震への備えに生かします。 

 

石川県 

職種 人数 主な業務内容 

一般事務職 １人 
社会福祉施設等災害復旧費補助金に係る

業務 

電気技師 １人 
県有建築物の災害復旧工事の設計、施工

管理及び検査業務 

 

石川県 

輪島市 

職種 人数 主な業務内容 

土木技師 １人 農業用施設の復旧に係る業務 

土木技師 １人 
災害査定設計書の作成・査定説明及び  

災害復旧工事に係る業務 
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７ 人事異動関連データ                         
 

（１）異動者数（教育委員会を除く） 

区  分 令和６年４月１日 令和５年４月１日 令和４年４月１日 令和３年４月１日 

部長級 １６ １８ １４ １８ 

次長級 ５３ ６２ ５１ ５８ 

課長級 ２４６ ２５０     ２５３     ２５７ 

課長補佐級室長 ― ―  －  － 

    小   計 ３１５ ３３０ ３１８ ３３３ 

課長補佐級 ４９１ ４８４        ５００        ４６９ 

主査級 ２２０ ２３２        １９６        ２９９ 

主任級 １５９ １８３ １６９ １７６ 

一般職 ２３６ ２３８        ２０４        ２０２ 

小   計 １，１０６ １，１３７      １，０６９       １，１４６ 

合  計 １，４２１ １，４６７      １，３８７       １，４７９ 

※ 昇任者数 １２５人 （内訳：部長級１０人、次長級２７人、課長級８８人） 
 
（２）退職者数（教育委員会を除く）                                    

区  分 令和６年３月 令和５年３月 令和４年３月 令和３年３月 

  部長級     

   

   ８ ７ ９ ８ 

  次長級 ２０ ２５ ２４ ２１ 

  課長級 ３４ ５２ ５３ ５７ 

  課長補佐級 ４３ ７３ ６７ ６６ 

  主査級 １１ １３ ８ １１ 

  一般職 ３５ ２９ ２９ ３１ 

合  計 １５１ １９９ １９０ １９４ 

※ 退職者（１５１人）の内訳：早期４７人、自己都合１０４人 

※ 新規採用者数（４／１付） １７１人 

（３）管理職員数の推移（教育委員会を除く）    

 令和６年４月１日 令和５年４月１日 令和４年４月１日 令和３年４月１日  

部長級 ２６ ２６  ２７  ２７  

次長級 １０７ １０９  １０５   １０５ 

課長級     ４９３      ４９９   ５０７   ５０９ 

合  計      626 

 

     ６３４     ６３９   ６４１ 

※ 部長級には任期付職員（博物館長）を含む。 

（４）管理職員数の推移（知事部局のみ） 

 令和６年４月１日 令和５年４月１日 令和４年４月１日 令和３年４月１日 

部長級 20 

 

   ２１ ２２ ２２ 

次長級 100 

 

    １０１     ９７    ９７ 

課長級 447 

 

    ４５２ ４５８ ４６０ 

合  計      567 

 

   ５７４ ５７７ ５７９ 

※ 部長級には任期付職員（博物館長）を含む。 



異動先

危機管理統括監 野呂　幸利 退職 地域連携・交通部長 清水　英彦

総務部長 更屋　英洋 退職 政策企画部長 後田　和也

総務部デジタル推進局長 松下　功一 雇用経済部長 地域連携・交通部副部長 横山　正吾

政策企画部長 後田　和也 総務部長 雇用経済部長 小見山　幸弘

東京事務所長 山本　秀典 留任

地域連携・交通部長 清水　英彦 危機管理統括監 政策企画部副部長 長﨑　禎和

地域連携・交通部スポーツ推進局長 山川　晴久 退職 出納局副局長 藤本　典夫

地域連携・交通部南部地域振興局長 下田　二一 退職 農林水産部副部長 佐波　斉

防災対策部長 山本　英樹 退職 総務部副部長 楠田　泰司

医療保健部長 小倉　康彦 退職 医療保健部理事 松浦　元哉

医療保健部理事 松浦　元哉 医療保健部長 （廃止）

子ども・福祉部長 中村　徳久 退職 環境生活部環境共生局長 枡屋　典子

環境生活部長 竹内　康雄 留任

環境生活部環境共生局長 枡屋　典子 子ども・福祉部長 環境生活部環境共生局次長 佐藤　弘之

総合博物館長 守屋　和幸 留任

農林水産部長 中野　敦子 留任

雇用経済部長 小見山　幸弘 政策企画部長 総務部デジタル推進局長 松下　功一

観光部長 増田　行信 退職 観光部副部長 生川　哲也

県土整備部長 若尾　将徳 留任

県土整備部理事 佐竹　元宏 留任

会計管理者兼出納局長 佐脇　優子 留任

企業庁長 山口　武美 退職 病院事業庁副庁長 河北　智之

病院事業庁長 河合　良之 留任

こころの医療センター院長 （新設） こころの医療センター院長（次長級） 森川　将行

議会事務局長 髙野　吉雄 留任

監査委員事務局長 三宅　恒之 退職 雇用経済部副部長 大西　毅尚

四日市港管理組合経営企画部長 山本　健次 留任

幹部職員（部長級以上）の人事異動（令和６年４月１日）

職氏名 後任者・職氏名


